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Ⅰ．管理運営 
１．理事会、評議員会 
 

理事会、評議員会及び資産運用委員会の開催状況は下記のとおり。 
 
第56回理事会・第50回評議員会（2005 年 6月 28日） 

議案第 1号  2004 年度(平成 16年度)事業報告及び収支決算(案)の承認について 

議案第 2号  理事・監事・評議員の選任について 

議案第 3号  副理事長の選任について 

報告     資産運用について 

 

第 57回理事会・第51回評議員会（2006 年 3月 17日） 

議案第 1号  2006 年度(平成 18年度)事業計画(案)について 

議案第 2号  2006 年度(平成 18年度)収支予算(案)について 

         【理事会】         【評議員会】 

議案第 3号  評議員の選任について    理事・監事の選任について 

議案第 4号  役員の選任について 

議案第 5号  顧問の選任について 

報告     資産運用について 
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財団法人国際高等研究所 役員名簿 

   2006 年 3月 31日（五十音順・敬称略）

     

    氏名     所属機関・役職  

理事長     

 立 石 義 雄  オムロン（株）代表取締役会長  

副理事長     

 下 妻   博  （社）関西経済連合会副会長  

 西 室 泰 三  （社）日本経済団体連合会評議員会副議長  

 矢 嶋 英 敏  （株）島津製作所会長  

専務理事     

 野 村 一 雄  オムロン（株）常勤顧問  

理 事     

 石 川 博 志  関西電力（株）相談役  

 稲 盛 和 夫  京セラ（株）名誉会長  

 尾 池 和 夫  京都大学総長  

 大 﨑   仁  人間文化研究機構理事  

 太 田 房 江  大阪府知事  

 大 宮   久  京都経営者協会会長  

 柿 本 善 也  奈良県知事  

 金 森 順次郎  （財）国際高等研究所長  

 茅   陽 一  （財）地球環境産業技術研究機構研究所長  

 小宮山   宏  東京大学総長  

 田 代   和  近畿日本鉄道（株）相談役  

 田 中 千 秋  （社）京都工業会会長  

 辻 井 昭 雄  関西経営者協会会長  

 西 口 廣 宗  奈良商工会議所会頭  

 野 村 明 雄  大阪商工会議所会頭  

 松 下 正 幸  （社）関西経済同友会代表幹事  

   松下電器産業（株）副会長  

 宮 原 秀 夫  大阪大学総長  

 村 田 純 一  京都商工会議所会頭  

 森 重 和 子  （財）国際高等研究所事務局長  

 安 田 國 雄  奈良先端科学技術大学院大学長  

 山 田 啓 二  京都府知事  

 渡 部 隆 夫  （社）京都経済同友会代表幹事  

監 事     

 柏 原 康 夫  （社）京都銀行協会会長  

 野 村 正 朗  （社）大阪銀行協会会長  

 吉 川 郁 夫  監査法人トーマツ代表社員  

     

理事     ２７名（理事長１、副理事長３、専務理事１、理事２２）  

監事      ３名    
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財団法人国際高等研究所 評議員名簿 

   2006年 3月 31日（五十音順・敬称略）

      氏名        所属機関・役職   

 安 西 祐一郎  （学）慶應義塾長  

 井 植    敏  三洋電機（株）最高顧問

 石 井 米 雄  人間文化研究機構長

 石 田   明  大日本スクリーン製造（株）会長

 位 高 光 司  日新電機（株）社長

 犬 伏 泰 夫  （株）神戸製鋼所社長

 井 上 礼 之  ダイキン工業（株）取締役会長兼CEO

 井 端 泰 彦  京都府立医科大学長

 宇 野 郁 夫  日本生命保険（相）会長

 梅 田 貞 夫  鹿島建設（株）会長

 江 島 義 道  京都工芸繊維大学長

 大 林 剛 郎  （株）大林組会長

 大 谷   實  （学）同志社総長

 岡 田 登史彦  ムーンバット（株）取締役相談役

 岡 田 益 吉  （財）国際高等研究所副所長

 片 倉 もとこ  人間文化研究機構国際日本文化研究センター所長 

 金 児 暁 嗣  大阪市立大学長

 河 井 規 子  木津町長

 河 田 悌 一  関西大学長

 北 川 善太郎  （財）国際高等研究所副所長

 久 米 健 次  奈良女子大学長

 倉 内 憲 孝  住友電気工業（株）顧問

 柴 田   稔  東洋紡績（株）相談役

 志 村 令 郎  自然科学研究機構長

 千   玄 室  茶道裏千家前家元

 竹 中 統 一  （株）竹中工務店社長

 竹 葉   剛  京都府立大学長

 玉 越 良 介  （株）三菱東京UFJ銀行副会長

 塚 本 能 交  （株）ワコールホールディングス社長

 鳥 井 信 吾  サントリー（株）副社長

 中 川 久 定  （財）国際高等研究所副所長

 長 田 豊 臣  （学）立命館総長

 西 川 善 文  （株）三井住友銀行前特別顧問

 野 上 智 行  神戸大学長

 幡 掛 大 輔  （株）クボタ社長  

 初 山 一 登  日本新薬（株）社長

 平 松 一 夫  関西学院大学長

 松 園 万亀雄  人間文化研究機構国立民族学博物館館長

 水 越 浩 士  神戸商工会議所会頭

 南     努  大阪府立大学長

 村 上 仁 志  住友信託銀行（株）特別顧問

 森 下 俊 三  西日本電信電話（株）社長

 森 田   桂  武田薬品工業（株）相談役

 吉 野 泰 生  住友生命保険（相）会長 （評議員４４名）
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２．資産運用委員会 
 

第 7回資産運用委員会（2005 年 6月 16日） 

基本財産「第３回東京ガス転換社債」（額面1億円）満期償還の再運用について諮り、

第11回日本政策投資銀行債を購入 

 

第 8回資産運用委員会（2005 年 7月 19日） 

基本財産「メリルリンチパワーリバース25年仕組債」（額面2億円）早期償還のう

ち1億円の再運用について諮り、第517回東京電力社債を購入 

運用財産「第29回住友金属工業社債」（額面1億円）の満期償還の再運用について

は、今年度の事業資金に充当 

 

第 9回資産運用委員会（2005 年 7月 27日） 

基本財産「メリルリンチパワーリバース25年仕組債」（額面2億円）早期償還のう

ち1億円の再運用について諮り、第271回日本国利付国債を購入 

 

第 10回資産運用委員会（2005 年 7月 29日） 

基本財産「ハンガリー国立銀行ユーロ円貨債」（額面3億円）満期償還のうち1億円

の再運用について諮り、第518回東京電力社債を購入  

 

第 11回資産運用委員会（2005 年 9月 13日） 

基本財産「ハンガリー国立銀行ユーロ円貨債」（額面3億円）満期償還のうち２億円

の再運用について諮り、第186回中小企業債(政府保証）を購入 

 

第 12回資産運用委員会（2005 年 9月 20日） 

基本財産「メリルリンチパワーリバース25年仕組債」（額面１億円）早期償還の再

運用について諮り、第49回日本電信電話債を購入 

 

第 13回資産運用委員会（2005 年 9月 28日） 

基本財産「第182回利付国債」（額面3.5億円）満期償還のうち1億円の再運用につ

いて諮り、第275回大阪府公募公債を購入 

 

第 14回資産運用委員会（2005 年 10月 6日） 

基本財産「第182回利付国債」（額面3.5億円）満期償還のうち2億円の再運用につ

いて諮り、第14回電源開発社債及び第21回国際協力銀行債を購入 

 

第 15回資産運用委員会（2005 年 10月 28日） 

基本財産「第182回利付国債」（額面3.5億円）満期償還のうち１億円の再運用につ

いて諮り、第283回大阪府公募債を購入 

運用財産「国際金融公社20年仕組債」（額面１億円）早期償還の再運用について諮
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り、第288回北海道電力社債を購入 

 

第 16回資産運用委員会（2005 年 12月 2日） 

運用財産「国際復興開発銀行30年仕組債」（額面1億円）早期償還の再運用につい

て諮り、17年度第 3回京都府公募債を購入 

 

第 17回資産運用委員会（2005 年 1月 27日） 

基本財産「第11回ギリシャ共和国円貨債」（額面2.5億円）満期償還のうち1億円

の再運用について諮り、第519回東京電力社債を購入 

 

第 18回資産運用委員会（2005 年 2月 2日） 

基本財産「第11回ギリシャ共和国円貨債」（額面2.5億円）満期償還のうち1.5億

円の再運用について諮り、第276回日本国利付国債を購入 

 
３．企画委員会 

研究事業について所長の諮問機関である企画委員会は、下記のとおり３回の委員会を開催した。

2005 年度の構成員は下記のとおり、企画委員に加え、上級研究員、特別委員（研究プロジェクト

の研究代表者）及び当該年度のフェローの計43名（別掲Ⅲ.１参照）。 

委員会では、研究プロジェクト等の実施状況や本研究所の研究活動の在り方等について検討を

行った。 

第 1回：6月 10日〜11日 

2004 年度研究事業の実績報告及び2005 年度研究事業について意見交換 

第 2回：10月 14日〜15日 

2005 年度研究事業の実施状況報告、特別委員等による研究活動の話題提供を受けて意見交換 

第３回：平成18年 2月 17日〜18日 

2006 年度研究事業計画案の検討、企画委員による研究活動の話題提供を受けて意見交換 

 

2005 年度企画委員（20名） 

石 井 米 雄  人間文化研究機構長（タイ・東南アジア研究） 

位 田 隆 一  京都大学大学院法学研究科教授（国際法） 

亀 本   洋  京都大学大学院法学研究科教授（法哲学） 

近 藤 寿 人  大阪大学大学院生命機能研究科教授（発生生物学） 

齋 藤 恭 司  京都大学数理解析研究所教授（複素解析学） 

佐 藤 矩 行  京都大学大学院理学研究科教授（発生生物学） 

佐々木 正 子  京都嵯峨芸術大学教授（日本美術史・画法解析） 

杉 山 正 明  京都大学大学院文学研究科教授（東洋史学） 

田 口 紀 子  京都大学大学院文学研究科教授（欧米語学・欧米文学） 

田 中 克 己  京都大学大学院情報学研究科教授（社会情報学） 

津 田 一 郎  北海道大学大学院理学研究科教授（数理科学） 

福 山 秀 敏  東北大学金属材料研究所材料科学国際ﾌﾛﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ長（物性物理学） 
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星   元 紀  慶応義塾大学理工学部教授（発生･生殖生物学） 

マルコム・スミス 中央大学法科大学院法務研究科教授（日本法） 

森 川 弘 道  広島大学大学院理学研究科教授（生命理学） 

ロバート・キャンベル 東京大学大学院総合文化研究科助教授（日本文学） 

金 森 順次郎  国際高等研究所長（物性物理学） 

岡 田 益 吉  国際高等研究所副所長（発生生物学） 

北 川 善太郎  国際高等研究所副所長（民法学） 

中 川 久 定  国際高等研究所副所長（フランス文学史・思想史） 

 

2005 年度上級研究員(1名) 

新 庄 輝 也  京都大学名誉教授（固体物理・無機素材化学） 

 

2005 年度特別委員（11名） 

石 川 文 康 東北学院大学教養学部教授（哲学） 

研究プロジェクト「多元的世界観の共存とその条件」 

岩 田 一 明 大阪大学・神戸大学名誉教授（機械工学・経営工学） 

研究プロジェクト「スキルの科学」 

大 矢 雅 則 東京理科大学理工学部教授（数理科学） 

研究プロジェクト「量子情報の数理」 

木 下 冨 雄 京都大学名誉教授（社会心理学・リスク科学） 

研究プロジェクト「21世紀の宇宙開発・宇宙環境利用の問題」 

田 中 成 明 京都大学理事・副学長（法理学） 

研究プロジェクト「国際比較からみた日本社会における自己決定と 

合意形成」 

鳥 海 光 弘 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授（複雑性科学） 

研究プロジェクト「隙間−自然、人間、社会の現象学−」 

橋 本 日出男 大阪大学理事（開発経済学） 

研究プロジェクト「開発途上国と日本人長期政策アドバイザー」 

波多野 誼余夫 放送大学教授（認知科学）（2006年 1月逝去） 

研究プロジェクト「思考の脳内メカニズムに関する総合的検討」 

原 田   宏 筑波大学名誉教授（植物生理学） 

研究プロジェクト「分化全能性−普遍性と特異性−」 

村 松 岐 夫 京都大学名誉教授・学習院大学法学部教授（行政学） 

研究プロジェクト「コア・エグゼキュティブと幹部公務員制度の研究」 

鷲 田 清 一 大阪大学理事・副学長・大学院文学研究科教授（倫理学） 

研究プロジェクト「センサー論」 

 

2005 年度フェロー 

Ⅲ．「「学者村」の活性化」の項に記載。 
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４．財務状況 

 

（１）資産運用 

厳しい経済環境の下での長期に渡る低金利状況の中で、「資産運用基準」に則って運用収

入の確保に努めているところであるが、2004 年度に続き 2005 年度も、基本財産及び運用財

産のうち比較的高利回りの債券を含む 9 件の債券 15.1 億円（うち、発行体側からの早期償

還は5億円）が償還され、資産運用委員会に諮り、国債等による再運用を行った。 

この結果、2005年度の運用利息収入は予算に対して約600万円の増収であったものの、2004

年度比約 2100 万円の減収となった。2006 年度は、さらに 2005 年度実績比約 4100 万円の減

少が見込まれる。 

 

 

（２）外部資金 

①  平成 17年度科学研究費補助金（特定奨励費） 

科学研究費補助金（特定奨励費）3900 万円（前年度同額）が包括的研究テーマ「人類社会

の調和的発展のための問題解決の統合システム創造にかかる基礎的研究」の下に実施される

諸研究事業に文部科学省から交付され、研究プロジェクト等の実施に充当した。 

②  平成 17年度科学研究費補助金（基盤研究(Ｂ)） 

科学研究費補助金基盤研究（Ｂ）として北川副所長を研究代表者とする「産学連携の知的

財産法モデル」が採択され、２年計画の第 1 年次として 710 万円が日本学術振興会から交付

された。研究活動は、特別研究として実施された。 

③  財団法人村田学術振興財団第21回研究助成金 

財団法人村田学術振興財団の助成活動として国際フォーラム「２１世紀民法像と中国民法

典立法」（2005年 8月 26日～27日開催）(研究代表者北川副所長)が採択され、第２１回研究

助成金80万円が助成された。なお、本フォーラムは、研究プロジェクト「共同研究の法モデ

ル」の研究活動として実施された。 

④  高知県受託研究 

高知県からの受託研究「高知県立大学における社会科学系学部基本構想策定」（2005年 6月

～12月、調査研究委員長北川副所長）の実施のため、委託料230万円が支払われた。 
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Ⅱ．研究事業 

1. 総括 

本研究所の研究事業は、人類社会が直面している様々な問題について、諸研究機関の組織を横

断した研究者集団を組織して、多角的な基礎的研究を行なっている。2005 年度は特定奨励費に

よって 17 の研究プロジェクトと 1 つの学術フォーラムを実施した。また、前年度までに終了し

た 3 研究プロジェクトについては報告書作成のためのフォローアップ研究を実施した。以下にそ

の成果を個別に報告するが、研究プロジェクトについて、総合課題に対応するネットワークでの

位置づけと相互関係を下図に略称によって示す。図では各プロジェクトの研究対象を、①人の心、

②人工物を含む自然と数理、③生命、④社会と大別して、色によって区別する。①人の心では一

つには心理、感覚と脳科学、思考、技能との関連について考察を進めるプロジェクトを複数組織

した。他方異文化の共存という面で、社会の領域の宇宙ステーションでの閉ざされた国際社会と

発展途上国援助での問題の研究に接続している。②自然と数理では、物質系では次世代エレクト

ロニクスの基礎となる電子集団の新しい機能から社会的ニーズにいたる領域、量子状態一般につ

いては量子通信とコンピューティングの基礎数理、生命系への接点を求める方向では集団発展(進
化)のダイナミックス等をテーマとしたプロジェクトを組織した。③生命については、生物そのも

のの研究として細胞の分化と全能性を動物植物にまたがって研究するとともに、学習の問題を取

り上げた。後者は④社会の領域の自己決定と合意形成の基礎研究に接続する。図の中央部分はす

べての領域にまたがる総合研究と研究の基盤システム構築を目指す研究である。また「高度科学

技術に伴う諸課題」プロジェクトは萌芽的研究を総括するものである。右隅に基盤研究(Ｂ)によっ

て実施している別途のプロジェクトも示した。 
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2. 課題研究プロジェクト 

2005年度は、下記のとおり継続12課題（第3年次8課題、第2年次4課題）及び新規4課題の計

16課題研究を実施した。各課題研究の研究会の開催状況、研究参加者の詳細は参考資料として添付 

(1) スキルの科学（第3年次） 

研究代表者：岩田 一明（特別委員／大阪大学名誉教授／神戸大学名誉教授） 

研究実績の概要： 

技術、生産、設計、芸術、スポーツ、医療、脳科学、日常生活（自動車運転など）など、多

分野におけるスキルの共通的現象の分析・集約・整理をとおして、スキルの学際的検討の必要

性を明らかにするとともに、｢スキルの科学｣という新しい学際領域が今後の重要な学問対象で

あることを提示した。検討された主要な視点には、スキルの定義、多様性と構造、分析の方法

論、評価、構成と将来問題が含まれている。これらの検討を通して、スキルは従来から重視さ

れている技能といった身体面のみでなく、脳内思考活動が中心となる設計面、管理面、リーダ

シップ面などに対して、より深く検討されるべきこと、また組織が持つスキルの側面への注目

が今後不可欠なことが指摘された。これらの新しい視点の検討は、今後の日常生活や産業活動

などに寄与するものと考えられる。なお、成果を社会に還元する意味から、シンポジウム、成

果報告会などを毎年度、計3回開催し、多くの参加者を得ることができた。 

幹事会5回、研究会6回、研究成果講演会1回、研究参加者38名 

 

(2) 量子情報の数理（第3年次） 

研究代表者：大矢 雅則（特別委員／東京理科大学理工学部教授） 

研究実績の概要： 

3年間に7つの研究テーマを取り上げた。 

①  量子アルゴリズムに関する研究 

大矢-Volovich の SAT 問題に関して量子コンピュータとカオスを用いた多項式時間の解法に

ついての課題、(ⅰ)どのように物理系において実現するか、(ⅱ)この量子性とカオス力学を組

み合わせた新しい計算方法を含む計算理論の構築、に取り組み、(ⅰ)に関してはAccardi-大矢

の確率極限を用いる方法を提出した。 (ⅱ)に関しては、大矢、入山と Volovich による

Generalized Quantum Turing Machine の試みが着手されている。 

②  量子通信に関する研究 

大矢-Volovich は、量子通信路容量に関する極めて一般的な不等式を導いた。また，渡邉は

いくつかの相互エントロピー型の情報量を比較し、大矢による量子相互エントロピー以外は通

信には不都合であることを示した。平成16年、大矢-Kossakowski はフォンノイマン・ルウダー

射影仮説を用いない新たな観測方法を提案し全てのテレポーテーションチャネルを線形にす

ることに成功した。 

③  量子ダイナミカルエントロピーに関する研究 

Kossakowski、大矢、渡辺による量子ダイナミカルエントロピーの特殊な場合において、大

矢と宮寺は量子スピン系においてダイナミカルエントロピーの上限を与えた。 

④  量子エンタングルメントに関する研究  

2005年、大矢-Belavkin による相互エントロピーを用いたエンタングルド尺度が量子エンタ

ングルド純粋状態を完全に特徴付けることが大矢と松岡によって示された。また、この尺度に

よって、平成18年、Accardiの量子マルコフ状態のエンタグル性を特徴づけることがAccardi、
松岡、大矢によって示された。 

⑤  Adaptive Dynamics と遺伝情報に関する研究 

Adaptive Dynamics を基にして導入されたカオス尺度は様々な力学系のカオス性を判定す

るのに非常に有用であることがわかった。さらに，カオス尺度の計算において履歴を考慮に入
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れると、従来のカオス尺度のひとつであるリアプノフ指数に近づくことがわかった。また、こ

のカオス尺度を用いて、佐藤はレトロウィルスの病状の解析に成功している。遺伝子列から作

られるタンパク質の３次元構造の厳密な解析も行っている。また、遺伝子とそのcisエレメン

トとの役割に関する研究が宮崎によって行われてきた。  

⑥  ホワイトノイズ解析に関する研究  

飛田- Si Si はポアソン過程の詳細な研究を進め、ポアソンノイズの数学的に厳密な理論を

作り上げた。 

⑦  ミクロ・マクロ双対性に関する研究 

局所場の理論におけるセクター理論は、小嶋によって一般化され、非平衡状態の特徴付けな

どさまざまな問題に適用されるに至っている。 

  研究会3回、研究参加者32名 

 

(3) 共同研究の法モデル（第3年次） 

研究代表者：北川 善太郎（副所長／京都大学名誉教授） 

研究実績の概要： 

「共同研究の法モデル」分野では、コピーマート名城研究所と比較法研究センターの協力を

得て、「産学連携高等研モデル」の発展研究を進めた。特に、「産学連携高等研モデル」を参

考にしている研究組織の把握と、海外にも発信し、来所する海外の研究者にも対応するために、

翻訳の準備作業を進めた。 

「共同研究コピーマートの構築」分野では、コピーマートに関する理論研究を進めるととも

に、コピーマートの応用に取り組んだ。第一に、電子顕微鏡写真をコピーマート化する共同研

究を実施し、第二に、出版コピーマート研究の一環として、高等研の学術出版を中心にその問

題点についても整理した。 

さらに、「21 世紀民法像」共同研究として、中国との比較法的検討を開始し、8 月には「日

中民法フォーラム」を開催した。このフォーラムには中国民法研究の重鎮及び気鋭の学者を 5

名招へいし、日本から参加した民法学者とともに、中国民法典編纂の基本問題、債権法、物権

法、人格権法を討議した。また、3月に国際フォーラム「ドイツ民法と日本民法のアイデンティ

ティ－比較法の視点から－」（高等研が「学術交流に関する覚書」を締結しているフンボルト

財団との共催）を開催した。このフォーラムにはドイツを中心に海外から民法研究者を招へい

し、ドイツ法、フランス法、英米法の観点から、ＥＵ法におけるドイツ法のアイデンティティ、

ヨーロッパやコモン・ローからみた日本法のアイデンティティを討論した。 

幹事会1回、研究会1回、国際フォーラム2回、研究参加者20名 

 

(4) 21世紀の宇宙開発・宇宙環境利用の問題－人文社会科学からのアプローチ－（第3年次） 

研究代表者：木下 冨雄（特別委員／京都大学名誉教授） 

研究実績の概要： 

2005 年度は、①これまでのような自然科学中心の宇宙利用だけでなく、人文社会科学的価値

観に基づく宇宙利用の重要性、②新しい宇宙法や宇宙のガバナンスシステムを構築する可能性、

③その場合、国や文化によって異なる宇宙観をどのようにまとめるのかという問題、④地球外

からの地球を見ることによって世界を相対化する可能性、⑤宇宙技術を持つ先進国の既得権を、

宇宙の平等な利用という見地から、発展途上国にどのように共有させるかという問題について

検討した。 

幹事会１回、研究会2回、研究参加者19名 
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(5) 国際比較からみた日本社会における自己決定と合意形成（第3年次） 

研究代表者：田中 成明（特別委員／関西学院大学大学院司法研究科教授） 

研究実績の概要： 

倫理観・価値観の対立のからんだ政策問題について、社会の価値観の多様化への配慮や政策

形成過程の透明化の要請が強まり、個人や組織の自己決定を尊重しつつ、社会的合意形成を図

るための制度・手続の再構築が求められている。国際化が進む中で各国における特殊性と共通

性のバランスのとれた複眼的な視座から制度・手続設計のあり方を探ることを目的として、研

究を実施してきた。 

2005 年度は、参加研究者がそれぞれの観点から調査研究してきたテーマについてのとりまと

めを目的に、研究会を開催した。研究会では、補充的な意見を求めるため追加研究者による話

題提供を受け、相互調整を行い、2006年度に研究成果報告書をまとめる予定である。 

研究会1回、研究参加者24名 

 

(6) 開発途上国と日本人長期政策アドバイザー（第3年次） 

研究代表者：橋本 日出男（特別委員／大阪大学理事） 

研究実績の概要： 

2003 年度から 3年間、日本の援助機関や国際機関から途上国の政府や関係機関に派遣され現

地に滞在し､途上国の政策形成に参画した日本人アドバイザーについて、2 つのテーマについて

研究を実施してきた。 

第 1 は、日本人アドバイザーのしたことは、どのような意味をもっているか。あるいは、ど

のような特徴をもっているか。日本の近代化の初期､日本が受け入れたお雇外国人との比較を進

めるとともに、比較の幅を広げる。たとえば、日本が戦前、近隣諸国に派遣したアドバイザー

や、現在、開発途上国に派遣される他国政府のアドバイザーとの比較を行う。 

第2は､我々の経験に基づいて､日本人アドバイザーの質を高める方策を提言することである。

そのため、アドバイザーのリクルートからはじまり、業務指示書（Terms of References）、評

価に至る流れを調べてきたので、それをまとめる。その際、次の2点に留意する。1つは、一般

的な技術協力アドバイサーと比較しての、政策アドバイザーの特殊的性格である。2つは、中央

政府でのアドバイザーと地方における住民参加型アドバイザーとの比較である。 

本研究会参加メンバーのうち 9 名は、かつて途上国に滞在し、政府や関係機関に対して政策

アドバイスを行ってきた。この 9 名の体験の集録、他の政策アドバイザー（お雇外国人など）

との比較を行い、日本人長期政策アドバイザーの特質を導き出すことを試みてきた。2006 年度

中に、研究成果報告書をまとめる予定である。 

研究会3回、研究参加者11名 

 

(7) 分化全能性―普遍性と特異性―（第3年次） 

研究代表者：原田  宏（フェロー・特別委員／筑波大学名誉教授） 

研究実績の概要： 

2003 年度から、一つの細胞から完全な固体を作り上げるという非常に興味ある細胞の持つ能

力である分化全能性について、動植物間の研究上の対話による研究を実施している。 

2005 年度も、この研究目的に沿って4回の研究会を開催した。毎回、植物と動物の分野から

最も先端的な研究を活発に行っている若手研究者を中心にゲストスピーカーを招き、話題提供

の後、活発な討論を行った。我々の研究会が発足するまでは、動植物の分化全能性を研究して

いる研究者の間では、この問題の重要性にもかかわらずほとんど情報の交換、交流がなかった

が、この 3 年間の我々の活動により、ようやく両者間の意見交換が活発に行われ始めた。そし

て分化全能性、特にその普遍性と特異性についての認識を大いに深めることができた。また我々
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の研究会の存在を強くアピールすることにもなった。このプロジェクトが発足する以前はほと

んど情報の交換、交流がなかった動物細胞の分化全能性研究者と植物の対応する研究者の意見

交換を引き続き行い、特に分化全能性の普遍性と特異性についての認識を深めることができた。 

研究会4回、研究参加者17名 

 

(8) センサー論（第3年次） 

研究代表者：鷲田 清一（特別委員／大阪大学理事・副学長） 

研究実績の概要： 

2003 年度から実施してきた本研究は、世界の変化や変調、その微細な徴候を人間の感受性は

どのように感知してきたのかを分析することを目的として、哲学の感覚理論、心理学のアフォー

ダンス論、動物行動学、人類学の身体技法論から、芸術における「勘」、医療やケアにおける

気付き、生物学における認知論、探知機や家電、さらにはコンピュータや写真機のセンサー論

まで、文／理をまたぐ新しい微視的な感覚論を探究した。 

2005 年度第 1回研究会では、前年度実施した韓国の山中シャーマン調査の報告と分析並びに

今年度の調査の準備を行い、これを踏まえ、9月に「沖縄・巫女ヒアリング調査」を実施した。 

第2回研究会は、これまでの3年間の「センサー論」研究成果取りまとめの検討会を行った。 

研究会2回、現地調査1回（沖縄）、研究参加者14名 

 

(9) 芸術と社会―芸術表現における伝統と革新の問題―（第2年次） 

研究代表者：佐々木 正子（企画委員／京都嵯峨芸術大学教授） 

研究実績の概要： 

我が国の伝統的文化、芸術の多くの分野は、「型」を伴うものが多いことから、それぞれの

分野において、「型」はどのような役割を持ち、芸術的表現にどのように係わっているのか、

考察を進め、明確化することを目的とした。 

「型」は単に表現を支える基本形であるだけでなく、完成した美の形を確実に後者に継承す

るためのものとしても有効に機能しており、伝統文化継承、学習の面でも考察を行った。 

また、「型」は、伝統としての定型のスタイルを継承するだけでなく、革新的表現を生み出

す元ともなっている可能性の解明を進めている。 

打合せ会 1 回、研究会 4 回(うち 2 回は「学習の生物学」研究会との合同開催)、研究参加者

17名 

 

(10) ダイナミックスからみた生命的システムの進化と意義（第2年次） 

研究代表者：津田 一郎（企画委員／北海道大学大学院理学研究科教授） 

研究実績の概要： 

2005年度は、以下の課題を中心に、話題提供を基に、討論を進めた。 

①  遺伝子の無作為的変異と自然選択による進化とは異なる見解、特に genetic assimilation, 
heterochrony, hetrotopy の可能性、鍵DNAの変化によるシステムとしてのゲノムの再編成の

可能性について、 

②  原始生命体を可能にする化学環境について 

③  タンパクの構造化における非郷モデルの可能性 

④  進化理論の構造と分化の実際 

⑤  爬虫類から哺乳類への脳の進化過程 

⑥  進化生態学の実際と数理モデル 

これらの討論を通して、次のテーマの研究が進化ダイナミックスのひとつの本質を与えると

いう認識に至った。すなわち、非平衡における分岐現象とは異なる構造化の数理モデルの可能
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性である。たとえば、ノイマンの自己増殖オートマトンのルールと初期条件を化学反応方程式

に変換し、細胞再生と分化のモデル化を行うこと。分岐のような状態変化のパラメーターでは

なく、生か死かのようにシステムそのものが機能するか否かを決定するパラメーターを持つ実

験系を提案すること、等である。 

研究会3回開催、研究参加者33名 

 

(11) 隙間―自然・人間・社会の現象学―（第2年次） 

研究代表者：鳥海 光弘（特別委員／東京大学大学院新領域創成科学研究科教授） 

研究実績の概要： 

2005 年度は、多様性の発現の視点から隙間について統計物理学、プラズマ物理学、医科学、

地球科学、発生学、脳科学、哲学、社会学の分野から総括的討論があり、すきまを扱うという

ことが自然科学的には数理科学的に困難な世界を理解することであり、人間科学的には個人と

個人との理解や規範、価値などのずれを理解することにある。そこですきまを現象学的対象の3

極、actuality, reality, model の間のすきまに分類した。3極はそれぞれ事象のmodel 非依存の

個別性、model 依存の個別性、reality から抽象される一般性である。これらの間の隙間が相互

に干渉するあらたな隙間が発生し、それが多様性の原因となることを議論し得た。 

コアメンバー研究会を2回、ワークショップを1回開催、研究参加者28名 

 

(12) 学習の生物学（第2年次） 

研究代表者：星 元紀（フェロー・企画委員／東京工業大学名誉教授） 

研究実績の概要： 

2004年度の研究プロジェクト開始以降、計11回の研究会（うち2回は「芸術と社会」との合

同）を開催し、次の3点を中心に研究を行った。 

「学習」とは、どのような生物学的な現象・営為であるか、進化生物学・比較生物学・発生

生物学・行動学・神経生物学・脳科学・認知科学・心理学・言語学・教育学等の広い視点より

統合的に検討した。 

本邦の大学における学習・教育を中心に、社会制度としての学習・教育の現状、並びに現制

度が内包する問題点について検討した。 

「芸術と社会」研究プロジェクトと合同で、伝統芸術にみられる「型」とその若年時におけ

る学習の意義について検討した。 

研究会7回開催(うち2回は「芸術と社会」研究会との合同開催)、研究参加者19名 

 

(13) 多元的世界観の共存とその条件―閉ざされた世界から開かれた世界へ―（初年度） 

研究代表者：石川 文康（特別委員／東北学院大学教養学部教授） 

研究実績の概要： 

研究会では、特に近世における異世界間（ヨーロッパ、中国、イスラム圏等）の思想的・文

化的・宗教的相互理解に、文学・哲学・歴史等の視点から新たなメスが入れられ、活発なディ

スカッションが交わされた。その結果、ヨーロッパ哲学に与えた中国哲学の影響、イスラムと

中国思想の関係、ヨーロッパ文学に見られる多元的世界観、異なる文化圏を通しての歴史時間

の成立、等が明らかにされた。研究会５回開催、研究参加者11名 

 

(14) 学術研究機関における学術情報システムのモデル構築（初年度） 

研究代表者：北川 善太郎（副所長／京都大学名誉教授） 

研究実績の概要： 

2005 年度においては、学術情報システムの在り方に関する基礎的な研究と高等研学術出版を
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コピーマート化する実践研究を行った。 

高等研学術出版については、システムの基盤となる高等研ウェブサイト暫定版をアップロー

ドした。このサイト構築のための基本的な方針と問題点の総括的検討のための研究会は 2 回開

催した。 

学術情報システムの在り方について、新領域創出のインフラという観点から、特に電子ジャー

ナルを題材に、特別研究「産学連携の知的財産法モデル研究」(科研費基盤研究（B））との合

同で、学術情報システムの意義についての研究会を1回開催した。 

研究参加者13名 

 

(15) コア・エグゼキュティブと幹部公務員制度の研究（初年度） 

研究代表者：村松 岐夫（フェロー・特別委員／京都大学名誉教授／学習院大学法学部教授） 

研究実績の概要： 

本研究は、官僚制あるいは公務員制度と関連づけて「執政中枢（コア・エグゼキュティブ）」

の政治的性格を明らかにすることを目的とし、初年度の研究会では、参加研究者全員が提出し

たディスカッションペーパーに基づいて、それぞれの研究課題について討論した。研究の成果

としては、独仏両国と日本の公務員制度と彼らの政治との関係の比較研究に焦点の一つがある

ことを確認した。また、村松岐夫が蓄積した 3 回にわたる政策アクターのインタビュー調査の

分析が、政治学の発展に貢献するものであり、クラウス、シャイナー、村松岐夫がデータの分

析の協力作業をすることが次年度の仕事となることも確認された。 

研究会1回開催、研究参加者7名 

 

(16) 高度科学技術に伴う広域・学際的諸課題（初年度） 

研究代表者：金森 順次郎 

研究実績の概要： 

本研究は、現代社会を特徴付ける高度科学技術の発展過程で見出された萌芽段階にある広域

的あるいは学際的な問題の全体像を明確化することを目的として、下記の５課題を取り上げ、

作業グループを組織し、調査研究と研究会での討論を通じて新しい概念の構築を目指した。 

i. 作業グループ「進化と文法」 

研究代表者： 藤村  靖（フェロー／オハイオ州立大学名誉教授） 
  中島  泉（フェロー／中部大学生命健康科学研究所教授） 

文の階層的構成と高度に変化可能な音形は、抽象的な表現と具体的な発話現象の間の複雑

かつ理解困難な対応の概念形成によってはじめて理解される。この概念は生物の遺伝コード

システムの理解にも有効であろうという考えから、生物発生と言語発生の事例的研究と概念

的な対比の段階の研究を行っている。 

研究会2回、研究参加者11名 

 

ii. 作業グループ「高度計測技術の発展と埋没」 

研究代表者： 本河 光博（フェロー／東北大学名誉教授） 
2005 年度の研究のひとつとして、電子顕微鏡の問題を取り上げた。電子顕微鏡の技術は我

が国が誇るものの一つであり、国際的シェアーも高い位置にあった。しかし最近外国の追い

上げが激しく、技術面でも収差の問題など我が国が早急に対処しなければならない状況にあ

る。日本の電顕が埋没することを防ぐために何が問題であるかを調べた。その一環として、

「電子顕微鏡の先端技術と問題点」と称し 2005 年 8 月 12 日（金）に研究会を行った。その

結果、日本の電子顕微鏡が過去の栄光になりつつあるという危機感と、緊急に対策を講じな

ければ手遅れになるという認識が明らかになった。産官学が連携して強力に解決に取り組む
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べき課題である。 

2005 年度のもうひとつの課題として、超伝導磁石の問題を取り上げた。超伝導ワイヤーな

ど日本が最も優れたものを作っているにもかかわらず、製品としての超伝導磁石は多くが輸

入されている。その理由と技術的問題点を3月10日、11日の研究会で探った。 

打合せ会1回、研究会2回、研究参加者36名 

 

iii. 作業グループ「女性研究者と科学の未来」 

研究代表者： 伊藤 厚子（フェロー／お茶の水女子大学名誉教授） 

2005 年度は、政府の科学技術政策や男女共同参画社会形成への取り組みを国際的視点で概

観し、将来に向けて女性研究者・科学者の育成・活躍を促す方策を議論した。検討の基礎資

料として、大学自然科学系学科出身の女性にアンケート調査を行った。このアンケートは、

卒業時に選択した道で仕事を続けている人に加えて、転職した人、離職した人、再就職した

人も対象にしていることが特徴である。主として、卒業後の経歴について様々な視点から回

答･意見を求めた。また、少子化対策、次世代育成の方策についても意見を求めた。単純集計

の一部を報告したが、詳細は解析中ではあるが、次年度の研究活動に反映させることとして

いる。 

研究会3回、研究参加者19名 

 

iv. 作業グループ「先端考古科学」 

研究代表者： 足立裕彦（フェロー／京都大学名誉教授） 

将来の考古学発展のためには、近年急速に進歩した先端科学・技術を積極的に利用し、ま

た利用可能な科学・技術を開拓していくことが必要ではないかという考えから本研究を取り

上げた。研究会では、現在まで宇田らが展開してきた X 線考古学を基盤に放射光を利用した

X 線，電子分光やメスバウア−分光などの先端科学・技術の考古学への最大限の応用の可能性

を探索するとともに、7月に、国内現地調査（高麗梵鐘、摩尼殿四天王像４体の彩色・金箔等

について、Ｘ線回折測定による構造解析、蛍光Ｘ線測定による元素分析及び使用木材の年輪

の写真撮影による年代測定を実施）や10月に、韓国の百済・新羅遺跡調査及び韓国・公州大

学と「日韓先端考古科学交流研究会」を実施した。 
研究会1回、現地調査２回（兵庫県、韓国公州）、研究参加者9名 

 

v. 作業グループ「ミトコンドリア再考－生物界における共生と支配－」 

研究代表者： 岡田 益吉（副所長／筑波大学名誉教授） 
  小林  悟（自然科学研究機構岡崎統合バイオサイエンスセンター教授） 

共生微生物由来とされるミトコンドリアはエネルギー産生を分担するようになったが、多

細胞生物が生じたときに生殖細胞を作るのにも関与するようになったと類推される。進化過

程で最初に共生が起こったのは単細胞生物においてであろうが、このような新しい視点から

真核多細胞生物にとってミトコンドリアとなる微生物の共生はどのような意義があるかにつ

いて研究した。 

研究会3回、研究参加者6名 
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３．フォローアップ研究 

2004年度までに研究活動を終了した下記の３研究課題が、研究成果を総括するため、コアメンバー

による打合せ4回を開催し、研究の成果報告書取りまとめの作業を行った。 

なお､この研究活動は、課題研究「学術研究機関における学術情報システムのモデル構築」（研

究代表者 北川善太郎副所長）において実践される出版コピーマートとして取り上げられた。 

(1) 東西の恋愛文化（2001年度～2003年度実施） 

研究成果を取りまとめ、コピーマート化による報告書を2006年3月に出版した。 

研究打合せ会1回、研究参加者4名 

(2) 「一つの世界」の成立とその条件 －鎖国時代の日本とヨーロッパ－ 

（2001年度～2003年度実施） 

研究成果の取りまとめ行い、コピーマート化の準備を進めている。報告書は 2006 年度出版の

予定。研究打合せ会2回、研究参加者6名 

(3) 思考の脳内メカニズムに関する総合的検討（2002年度～2004年度実施） 

研究成果の取りまとめ行い、コピーマート化の準備を進めている。報告書は 2006 年度出版の

予定。研究会1回開催、研究参加者12名 

 

４．特別研究 

(1) 電子系の新しい機能（3年計画の初年度） 

研究代表者：新庄 輝也（上級研究員／京都大学名誉教授） 

研究実績の概要： 

日本学術振興会研究開発専門委員会「電子系の新しい機能」の調査研究の研究参加者を拡大

して、学会と産業界間の交流に加えて基礎と実験，有機と無機、物質研究とデバイス研究など

の分野間の意思の疎通を促進する場として、実質的なアプローチの模索を検討している。 

電子の持つ「電荷」と、その流れである「電流」、電子系の持つ「電気双極子」、さらに電

子の「スピン」ないしは「磁気モーメント」などを同時に制御することにより、省資源、省エ

ネルギー、超高集積、超高速などの次世代エレクトロニクスに必要な高機能性が発現する可能

性を探るため、金属磁性体、磁性酸化物、磁性半導体に加え、有機単分子やその集合体、さら

に有機と無機の複合体などを研究対象とし、物質開発の指針を得るために、計算物理によるマ

テリアルデザイン研究を推進している。 

幹事会４回、研究会を５回、研究参加者96名 

 

(2) 産学連携の知的財産法モデル 

研究代表者：北川 善太郎（副所長） 

研究実績の概要： 

本研究では、法学の分野では新しい試みとして、民法の契約問題まで含む広義の知的財産

についての研究者の理解度に関する実証的調査である「知的財産理解度サーベイ」を11回実

施し、延べ 271 名のデータを集積した。本調査の結果については、法学者だけでなく理科系

研究者との検討も行い、明らかになったのは、狭義の知的財産法だけではなく、民法一般、

特に契約法の問題が重要なことであり、また、そうした法が必ずしも研究者に理解されてい

ないことであった。つまり、知的財産法や契約法といった産学連携に関わる法がどの程度受

容されているかという問題が存在する。そこで、この法受容問題の比較法的研究を行うため

に、知的財産やライセンス契約の基本法となる民法を中心に、中国および韓国の民法学者と

の共同研究も行った。 

  研究会はほぼ毎週開催。研究参加者32名 
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５．学術フォーラム 

(1) 進歩主義の後継ぎはなにか 

研究代表者：廣田 榮治（総合研究大学院大学名誉教授） 
2002年度に2回開催した学術フォーラム「進歩主義の現状を正確に認識しどのように対処す

べきか」の成果を踏まえて、「進歩主義」に対して、多角的な観点から深くまた広く熟慮、検

討を行い、抜本的に新しいその「後継」を人類に提示することを目的に、6 月 4日、諸分野の

専門研究者10名が参加して開催した。 

フォーラムでは、7 名の講演に基づき、参加者全員による討議を行い、日本固有の哲学を土

台とし、これに自然科学的観点、人文社会科学的観点から透徹した検討を加え、「後継」に対

する斬新、強固な思想的体系の樹立に向かって歩を進めた。参加者10名 

 

６．覚書に基づく共同研究･研究協力等 

(1) 大阪大学との研究協力についての覚書の締結と共同事業の実施 

①  大阪大学等が 2005～2008 年度に実施する科学研究費補助金（特定領域研究）「次世代

量子シミュレータ・量子デザインの手法と開発」事業に研究協力することとし、同事業

の研究代表者赤井久純大阪大学教授と金森順次郎所長との間で、10月1日に「研究協力に

ついての覚書」を締結した。 

この覚書に基づき、「次世代量子シミュレータ・量子デザインの手法と開発」研究会を

2 回、9 月 30 日～10 月 1 日及び 2006 年 3 月 10 日～11 日に、高等研で開催した。参加

者はそれぞれ50名、48名 
②  大阪大学との共催事業として、「XXIX International Workshop on Condensed Matter 

Theories」を9月13日～17日、高等研で開催した。参加者55名 

 

(2) 京都大学との共同研究に関する覚書 

京都大学国際イノベーション機構（機構長：松重和美教授）との間で、「京都大学におけるプ

ログラムソフト及びコンテンツ等の知的財産の実施契約モデル」の共同研究を実施することを目

的に、その成果の利用、実施期間等を定めた「共同研究に関する覚書」を10月12日に締結した。 

 

(3)「中国民法典立法高等研フォーラム」についての共同覚書 

研究プロジェクト「共同研究の法モデル」（研究代表者：北川善太郎副所長）の国際的事業と

して8月26日～7日に開催された国際フォーラム「中国民法典立法－21世紀民法モデル研究－」

において、日中法学研究者が、中国民法典立法研究を中心に日中の法学交流を促進するための共

同覚書を取りまとめた。 

 この共同覚書は、「「中国民法典立法高等研フォーラム」を毎年1回開催し、日中だけでなく諸

外国の研究者の参加を促し、その成果を公刊すること等を内容としている。 

 

(4）フンボルト財団との共催事業 

2003年 3月14日に締結したドイツ・フンボルト財団（Alexander von Humboldt-Stiftung）
との学術交流に関する覚書に基づき、下記２件の研究集会を開催した。 

①  国際研究集会「日独における学問と文化－ゲルマニスティックの視点から－」（フンボルト・

コレーク） 

高橋輝暁立教大学文学部教授を研究代表者として、7月27日～31日、本研究所で開催した。参

加者52名 

②  国際フォーラム「ドイツ民法と日本民法のアイデンティティ－比較法の視点から－」 
「日本におけるドイツ年」行事の一環として、3月20日～21日、高等研で開催した。こ
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のフォーラムには、ドイツを中心に海外からの民法学者を招へいし、ドイツ法、フランス

法、英米法の観点から、EU法におけるドイツ法のアイデンティティ、ヨーロッパから見た

日本法のアイデンティティについて討論が行われた。なお、このフォーラムは、課題研究

「共同研究の法モデル」との合同により開催された。参加者48名 

 

７．受託研究事業 

高知県からの依頼を受け、2005 年 6 月、「高知県立大学における社会科学系学部基本構想策定」

の調査･検討の受託契約を結んだ。 

本研究所では、この調査・検討を「大学の社会科学系学部モデル」研究と位置付け、所内に「高

知県社会科学系学部構想調査研究委員会」（委員長北川副所長）を設けた。具体的な資料収集や討議

は、この委員会の下に設置されたワーキンググループが行い、基本構想案をまとめた。この基本構

想案が調査研究委員会で審議された上、高知県が指名する3名からなる企画調整委員会での協議を

経て基本構想が取りまとめられた。高知県には、2005年 12月に報告書を提出した。 

企画調整委員会 2 回、調査研究委員会・ワーキンググループを毎週合計 19 回開催した。研

究参加者10名 

 

Ⅲ．「学者村」の活性化 

1. 「フェロー（IIAS Fellow）」事業 

2005年度は、下記のとおり国内外から１１名を招へいした。 

フェローは、小規模研究会の開催など自らの研究や他のフェローとの交流を行うとともに、企画委

員会に出席して本研究所の研究活動への提言等を行った。 

木 下 冨 雄 京都大学名誉教授（社会心理学・リスク科学） 

黒 田 成 幸 カリフォルニア大学サンディエゴ校名誉教授（言語学） 

小 林 俊 一 東京大学名誉教授・東京農工大学監事（固体物理学・物性物理学） 

足 立 裕 彦 京都大学名誉教授（量子化学） 

川 北   稔 大阪大学名誉教授・京都産業大学文化学部教授（西洋史学） 

後 藤 誠 一 大阪大学名誉教授（応用物理学・プラズマ理工学） 

沢 田 康 次 東北大学名誉教授・東北工業大学教授（情報物理学） 

吉 田   忠 東北大学名誉教授（科学史） 

P.H.Dederichs ﾄﾞｲﾂ原子力研究機構固体物理研究所主任研究員・ｱｰﾍﾝ工科大学教授 

（物理学） 

志 水 隆 一 大阪大学名誉教授・大阪工業大学情報科学部教授（応用物理学） 

藤 村   靖 米国オハイオ州立大学名誉教授・国際交流基金日本研究フェロー 

（音声言語学） 

 

2. 「招へい研究者（IIAS Researcher）」の委嘱 

各分野における中核的な研究者が高等研の良好な研究環境の中で自らの研究を推進し、他の研究者

との交流を行うことを目的とする「招へい研究者（「IIAS Researcher」）」として、2005年度は、下

記2名の研究者に委嘱した 

山 田  篤 財団法人京都高度技術研究所情報メディア研究室長 

委嘱期間：2005年12月1日から1年間。 

中 西  寛 大阪大学大学院工学研究科助手 

委嘱期間：2006年3月11日から1年間。 
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Ⅳ．専門的人材育成事業 

1. コンピューテーショナル・マテリアルズ・デザイン（CMD）ワークショップ 

2002 年度から大阪大学との共催事業として実施している本ワークショップは、下記のとおり 2 回

開催した。 

ワークショップは、赤井久純大阪大学大学院理学研究科教授を実行委員長とし、「マテリアルデザ

インの基礎と応用」、先端研究事例「半導体デバイス開発におけるコンピューテーショナル・マテリ

アルズ・デザイン」等を課題に取り上げ、実習は日本原子力研究所光量子科学研究センターのスーパー

コンピュータを利用して行われた。 

①第７回ワークショップ：9月6日〜10日 

ビギナーコース38名、アドバンスドコース22名、エキスパートコース1名が参加 

②第８回ワークショップ：2006年3月7日〜11日 

ビギナーコース35名、アドバンスドコース17名、エキスパートコース2名が参加 

 

2. 特別研究員の採用 

優秀な若手研究者の研究奨励を目的とする「特別研究員」は、2004年度採用した2名を継続して

採用した。両名は、北川副所長の指導の下に自らの研究を行うとともに、課題研究「共同研究の法

モデル」、「学術研究機関における学術情報システムのモデル構築」及び特別研究「産学連携の知的

財産法モデル」の研究活動に積極的に参加した。 

松 井 章 浩（資格：PD） 

研究テーマ：国際法上の国家管轄権規則の限界としての主権免除規則の再検討 

中 林 良 純（資格：DC） 

研究テーマ：法的強制概念の再検討 
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Ⅴ．学術情報事業 
1. 情報出版事業の充実 

これまで取り組んできた課題研究「共同研究の法モデル」及び特別研究「情報市場における近

未来の法モデル」（未来開拓学術研究推進事業）の成果である『コピーマート』を用いた学術出

版事業や大日本印刷㈱による電子書店「ウェブの書斎」の活用などの充実を図るとともに、課

題研究「学術研究機関における学術情報システムモデル構築」の研究成果を取り込みながら、

学術情報の整理・発信のためのシステム作りに取り組み、高等研モデルの実践に取り組んだ。 

本研究所の研究活動を発信するため、研究成果報告書を自らが「出版者」として『コピーマート』

を学術情報システムに応用した「学術出版」を行ってきた。 

2005年度は、次項のとおり、研究成果報告書2書をこのシステムを利用して出版した。 

また、研究成果等の学術情報を発信するためのツールとして、高等研ホームページにおいて、

『高等研学術出版』を開設し、広く公開している。本研究所に蓄積される様々な種類の学術情

報がホームページを通じてより広く容易に提供できるよう、この学術情報システムの整備を引

き続き、推進する。 
 

2. 研究成果報告書の発行 

2005 年度は、過年度に実施した研究活動のうち、下記2書の研究成果報告書を出版した。こ

れらの研究成果は、課題研究「学術研究機関における学術情報システムのモデル構築」（研究代

表者北川副所長）の研究課題である『出版コピーマート』の実験研究として取り上げられたもの

である。 

① 高等研報告書0501「東西の恋愛文芸」/ 224頁 2006年 3月発行 

（課題研究「東西の恋愛文化」（研究代表者/青木生子、2001-2003） 

② 高等研報告書0502「種族維持と個体維持のあつれきと提携」/ 89頁2006年 3月発行 

（課題研究「種族維持と個体維持のあつれきと提携」（研究代表者/岡田益吉、2000-2002） 

 なお、2005年度中に出版予定であった「『一つの世界』の成立とその条件」、「思考の脳内メカ

ニズム」及び「災害観の文明論的考察」の 3 課題の報告書は、2006 年度早々に出版の予定であ

る。 

 

3. 選書の発行 

2005 年度は、岩倉具忠京都外国語大学教授の執筆による「岩倉具視とその家族」の出版を予

定し、編集作業を進めた。書名を「岩倉具視における『国家』と『家族』～米欧巡回中『メモ

帳』とそのごの家族の歴史～」とし、岩倉家に残る資料をもとに写真等の史料を取り込み、内

容の充実を図るため更に編集作業を進め、2006年度に出版することとした。 

 

Ⅵ．一般公開事業 
最前線の研究成果を公表する学術講演会、高等研公開講演会や恒例の茶会など下記４件を開

催した。 
1. 高等研「雅松庵」茶会と文化講演会 

茶道裏千家及び㈱福寿園のご協力を得て「茶会及び文化講演会」を5月7日（土）に開催し

た。 

①  茶会 

高等研茶室「雅松庵」の茶席150名参加、お点前体験コーナーには165名と前年を上回る

多数の参加者を得た。 

②  文化講演会 

講 師：杉山正明 京都大学大学院文化学研究科教授 
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テーマ：「モンゴル時代の世界～日本文化の基層形成をもとめて～」  

聴講者：125名 

 

2. 公開講演会 

 

(1) 京都銀行協賛・高等研公開講演会 

① テーマ：「時間は誰のものか」～近世イギリス人の歴史観～  

講 師：川北稔 高等研フェロー・大阪大学名誉教授 

開催日：10月16日（土）  

聴講者：60名 

② テーマ：「江戸時代における脳と神経の発見」～ヒトは胸で感じるか、頭で感じるか～  
講 師：吉田忠 高等研フェロー・東北大学名誉教授  

開催日：2006年 3月4日（土） 

聴講者：55名 
 

(2) 高等研研究成果講演会 

テーマ：「学際領域としてのスキルの科学」～よりよく生き、活躍するために～  
（研究課題「スキルの科学」（研究代表者：岩田一明）の参加研究者による研究成果と今

後の展望についての講演会） 
講 師：岩田一明 高等研特別委員・大阪大学・神戸大学名誉教授 ほか６名 

開催日：10月27日（木） 

聴講者：113名 
 

 Ⅶ．広報活動 

 

1. 「IIAS  NEWSLETTER」及び広報誌「こうとうけん」の発行 
本研究所の活動計画や実施報告等を広報する機関紙「IIAS  NEWSLETTER」について、研究活

動を重点的に掲載するという編集方針の下に、定期に発行した。 

2005年度は、第42号～第46号の5編をそれぞれ3,000部発行・配布した。 

一方、年2回程度発行してきた広報誌「こうとうけん」については、「IIAS  NEWSLETTER」の

充実に伴い、その編集内容や発行形態等の見直しの検討のため、発行を一時中断している。 

 

2. ホームページの更新 

課題研究「学術研究機関における学術情報システムのモデル構築」（研究代表者北川副所長）

の研究テーマの1つとして学術研究機関の情報発信の事例として高等研のホームページを取り

上げ、ホームページの構築と内容についての研究成果として、高等研ホームページの更新暫定

版を2005年11月に立ち上げ、順次内容の更新とそのシステム構築を図っているところである。 

 
 


